
【 まちの将来像２ 】

次代の社会を担う子どもたちを育むまち



１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2 ◎

3

7

1 子どもの健やかな育ちを等しく支援

2 子育て支援サービスの提供

3 幼児教育と保育の質と量の充実

4

5

6

担当課 部名 こども育成部 課名

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

取　組 2-1-1 子どもの健やかな育ちを等しく支援

事業名 こども医療費助成事業

目的
及び
概要

子どもに係る医療費の一部を助成することに
より、子どもの健全な育成に寄与し、児童福
祉の向上を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

子どもの入院及び通院にかかる保険診療医療費
のうち、患者自己負担額から一部自己負担金（500
円）を除いた額を助成

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

施　策 2-1 すべての子どもの育ちを支援する

施策の
方向性

次世代育成支援行動計画に基づき、すべての子ども・家庭の状況に応じた切れ目のない支援を行うことにより、子
どもの健やかな育ちを保障するとともに、安心して子育てできる環境を整えます。

取　組

★：重点プラン
該当取組

こども政策課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

一般

973.3

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H31
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

事業区分 ソフト

H30
年度

継続

H33
年度

継続
うち市負担分

(百万円)
871.3

H33
年度

継続

H32
年度

継続

継続
H31
年度

H33
年度

継続

担当課 部名

方向性
（対前年度比）

拡充

こども育成部 課名 こども政策課 会計区分

内
容

①障害児を対象に単独通園による療育支援を実
施
②市内の障害児とその家族の相談や、保育所等
への訪問による地域支援を実施し、また、事業所
等の技術向上を目指した支援をする。
③②の相談等の件数増加や業務拡充に伴う体制
強化を図る。

児童発達支援センター事業

ソフト

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

会計区分 一般 事業区分 ソフト

H30
年度

継続

事業費
(百万円)

68.5
うち市負担分

(百万円)
0.0

事業名 大学奨学金利子補給事業

目的
及び
概要

大学卒業後の奨学金返済の負担軽減を図る
とともに、若者の本市への流入と定着を促進
する。

Ｈ
29
年
度

内
容

①茨木市に居住する若者に、前年度返済した大
学奨学金の利子額(上限20,000円)を10年間給付。
・既給付決定者への継続給付
・給付者を募集し、市民税非課税者30人分、その
他120人分を新規給付
②チラシ作成

H32
年度

継続

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

9.2
うち市負担分

(百万円)
9.2

目的
及び
概要

児童発達支援センターとして、日常生活に必
要な療育支援サービスや地域相談支援サー
ビス等を提供し、子どもの健全な発達を図
る。

Ｈ
29
年
度

事業名

一般 事業区分

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課
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事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



4

5

6

7

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H30
年度

継続

継続

H31
年度

継続

事業名 児童発達支援事業

目的
及び
概要

障害児が自立した日常生活又は社会生活を
営むことができるよう、児童福祉法に基づく障
害児通所支援及び障害児相談支援に係る
給付を行い、もって障害児の福祉の増進を
図ることを目的とする。

Ｈ
29
年
度

内
容

①児童発達支援、放課後等デイサービスに係る通
所給付決定を行う。（利用者数の増加による障害
児通所給付費の増加を見込む）
②必要に応じ、障害児とその保護者に対して相談
支援を行う。
③障害児相談支援事業者の指定を行う
④計画相談を普及させるため事業所への補助を
行う

H30
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

919.1
うち市負担分

(百万円)
260.2

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H33
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

21.8
うち市負担分

(百万円)

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 早期療育支援事業(すくすく教室）

目的
及び
概要

療育を必要とする乳幼児が日常生活におけ
る基本的な動作の習得及び集団生活に適応
することができるよう、適切かつ効果的な集団
的療育指導(児童発達支援事業）、相談を行
う。
また、乳幼児を持つ保護者の方が発達支援
の必要を感じたときに電話、面接相談の窓口
となり、保護者の負担軽減を図り、子どもの健
全な発達を支援する。
地域で孤立することなく連続した支援を継続
するため引き続き相談を受ける体制、学習会
の開催及び市民への啓発を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①療育を必要とする親子に集団的療育（児童発達
支援事業）を実施
②発達に不安がある乳幼児をもつ保護者の方対
象の相談の実施（電話・面接・メール）
③私立幼稚園等へ行かれた児に対して継続的に
相談を実施
④発達障害を理解して適切な関わりができるように
学習会、講演会を実施
⑤ニーズに応じた療育の提供が出来ているか調
査、研究、検討

H33
年度

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

14.6
うち市負担分

(百万円)
0.0

H31
年度

継続

3.3

H33
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 療育支援事業（ばら親子教室）

目的
及び
概要

幼児の日常生活における基本的な動作の習
得及び集団生活に適応することができるよ
う、幼児の身体及び精神の状況並びにその
置かれている環境に応じて適切かつ効果的
な療育（児童発達支援事業）、相談を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①療育を必要とする親子に集団的療育（児童発達
支援事業）を実施する。
②保育所、幼稚園等に通っている療育が必要な児
童に対する併用療育を実施する。

事業名 児童発達支援事業所運営事業

目的
及び
概要

幼児の日常生活における基本的な動作の習
得及び集団生活に適応することができるよ
う、幼児の身体及び精神の状況並びにその
置かれている環境に応じて適切かつ効果的
な療育（児童発達支援事業）、相談等を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①発達に課題のある児童への個別療育を実施す
る。
②保育所、幼稚園等に通っている療育が必要な児
童に対する併用療育を実施する。
③発達に課題のある児童を療育につなぐための親
子広場を実施する。

H32
年度

継続

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

23.0
うち市負担分

(百万円)
23.0

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト
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事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



8

9

10

11

方向性
（対前年度比）

-
事業費
(百万円)

-
うち市負担分

(百万円)
-
H33
年度

継続

H32
年度

継続

H30
年度

新規

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 乳幼児療育支援事業

目的
及び
概要

発達に課題がある乳幼児の身体等の状況及
びその置かれている環境に応じて適切かつ
効果的な療育（児童発達支援事業）や相談
を行う。また、療育が必要な乳幼児を児童発
達支援事業につなぐため親子ひろばを実施
する。さらに、地域で孤立することなく連続し
た支援を継続するため療育終了後も引き続
き相談できる体制をとるとともに学習会の開
催や市民への啓発を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

乳幼児の児童発達支援に係る３つの事業（すくす
く教室運営事業、ばら親子教室運営事業、児童発
達支援事業所運営事業）の再編を検討する。

担当課

H31
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 児童虐待防止事業

目的
及び
概要

児童虐待の予防、早期発見、迅速かつ適切
な対応及び支援を行い、重症化を防ぐととも
に、児童虐待の防止を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①茨木市要保護児童対策地域協議会の円滑な運
営
②養育支援訪問事業の実施
③虐待対応強化支援員の配置
④家庭児童相談システムの追加導入

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

10.7
うち市負担分

(百万円)
5.3

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 母子・父子福祉事業

目的
及び
概要

母子、寡婦及び父子家庭の自立の援助と福
祉の増進を図る

Ｈ
29
年
度

内
容

①ひとり親自立支援員による相談・情報提供・自立
の援助
②ひとり親のための法律相談
③自立支援給付金の支給
④ひとり親家庭の交流を図り、孤立を防ぐ生活支
援（情報交換）事業
⑤母子家庭等総合対策総合支援事業
⑥ひとり親家庭等生活向上事業
⑦学習・生活支援事業の実施場所を新たに２会場
開設し、市内５ブロックすべてで実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

拡充

H32
年度

拡充

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

30.5
うち市負担分

(百万円)
12.6

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 子育て支援総合センター機能の充実

目的
及び
概要

公立保育所が地域の子育ての拠点に位置
付けられるにあたり、地域で行うべきこと、総
合センターとして行うべきことを整理し、子育
てに関するあらゆる情報を収集し、必要に応
じたコーディネートを行うなど機能の充実を図
る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①安心して子育てができるよう妊娠期からの切れ
目ない支援を目指して、こども健康センターと連携
し子育て世代包括支援センター事業を実施する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分

(百万円)
0.0

H33
年度

継続
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事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



12

13

14 ◎

15

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 ひとり親家庭医療費助成事業

目的
及び
概要

ひとり親家庭に対し、医療費の一部を助成す
ることにより、生活の安定と児童の健全な育
成を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

入院及び通院にかかる保険診療医療費の患者自
己負担額から一部自己負担金（500円）を除いた額
を助成

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

169.3
うち市負担分

(百万円)
85.5

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園事業課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 みなし寡婦（夫）制度事業

目的
及び
概要

　現在、非婚の母（父）に対しては、税法に定
める「寡婦（夫）控除」が適用されないため、
離婚・死別のひとり親と比較して、保育料等
の適用において不平等な状況にある。
多くのひとり親家庭が経済的に困難を抱える
中で、市独自で所得制限等の基準を定めて
いる制度において、みなし寡婦制度を適用
することにより、経済的な支援を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容
①保育所等利用者負担額のみなし寡婦（夫）控除
制度の適用

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.8
うち市負担分

(百万円)
0.0

H33
年度

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 学務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 就学・修学に伴う支援事業

目的
及び
概要

経済的理由によって就学困難と認められる児
童生徒に対する就学援助費等の支給や山
間部からのバス通学児童生徒に対する通学
費の補助を行うなど、各種費用を支給するこ
とにより、教育の円滑な実施に資することを目
的とする。

Ｈ
29
年
度

内
容

①就学援助費支給事務（小中学校入学準備金の
支給の追加、同支給額の変更）
②支援学級等就学奨励費支給事務
③奨学金支給事務（支給額・支給対象変更）
④山地部バス通学費補助事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

341.1
うち市負担分

(百万円)
331.2

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 こども食堂補助事業

目的
及び
概要

広く子ども達に家庭的な雰囲気の食事を提
供することに加え、学習や交流の場などの確
保に努める団体を支援することで、安定的な
運営に寄与するとともに、子ども達が抱える
課題等の早期発見のきっかけとする。

Ｈ
29
年
度

内
容
施設使用料の助成

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

0.7
うち市負担分

(百万円)
0.7

H33
年度

継続
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16

17

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

18 ◎

19 ◎

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 少子化対策事業

目的
及び
概要

次代の担い手を育成し、社会全体で子育て
を支えていくことが重要であることから、社会
のあらゆる分野で、結婚や出産、子育てを歓
迎し応援する気運を醸成するための啓発を
推進する。

Ｈ
29
年
度

内
容

これまで実施してきた結婚・子育てに前向きになれ
る取組の結果等をふまえながら、今後どのような取
組を誰が担っていくのが有効か、庁内関係課と協
議する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分

(百万円)
0.0

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 次世代育成支援行動計画事業

目的
及び
概要

安心して子どもを生み育て、すべての子ども
が健やかに育つことのできる地域社会の実
現を目指すため、５年を１期とする「茨木市次
世代育成支援行動計画」を策定する。また、
「茨木市次世代育成支援行動計画」の進行
管理を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①茨木市次世代育成支援行動計画の進行管理
②こども育成支援会議及び児童福祉審議会の運
営

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

臨時
拡充

H31
年度

臨時
拡充

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.7
うち市負担分

(百万円)
1.7

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 子育て総合案内（利用者支援）事業

目的
及び
概要

子どもが健やかに成長することができる地域
社会の実現に寄与するため、子ども及びそ
の保護者等、または妊娠している方がその選
択に基づき多様な教育、保育施設、地域の
子育て支援事業等を円滑に利用できるよう必
要な支援を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①保健医療課で実施する「母子保健型利用者支
援事業」と連携し情報共有を図りながら妊娠期から
子育て期にわたるまで切れ目のない支援を実施
②公立保育所（５か所）の利用者支援と連携し実
施
③子育て家庭の個別ニーズに応じた情報を迅速
かつ的確に提供するため情報通信機器を活用し
た方法を検討する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

2.9
うち市負担分

(百万円)
1.0

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 一時保育・出前型一時保育事業

目的
及び
概要

一時的に保育が困難な乳幼児を預かること
で、保護者の育児負担の軽減及び社会参加
を促進させる。

Ｈ
29
年
度

内
容

①総合センター、すこやかセンター及び地域子育
て支援拠点（ひろば）８カ所において一時保育の
実施する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

53.7
うち市負担分

(百万円)
24.6

H33
年度

継続

取　組 2-1-2 子育て支援サービスの提供
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担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 子育て短期支援事業

目的
及び
概要

保護者の病気や仕事の理由等により、一時
的に家庭で養育が困難となった場合や、母
子が経済的問題等により緊急一時的に保護
を必要とする場合に、児童養護施設にて一
定期間預り、養育・保護の確保と家庭福祉の
向上を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①子育て短期支援事業（トワイライトステイ、ショー
ステイ）を引き続き実施
②受入委託先の開拓を検討する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.0
うち市負担分

(百万円)
0.5

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 産前・産後ホームヘルパー派遣事業

目的
及び
概要

産前・産後に体調不良等のために家事や育
児が困難な家庭や、多胎児を出産した家庭
にホームヘルパーを派遣し、家庭における家
事及び育児の軽減を図り、保護者の負担感
を軽減する。

Ｈ
29
年
度

内
容
①産前・産後ホームヘルパー派遣事業を引き続き
実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

4.9
うち市負担分

(百万円)
3.0

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 お出かけ版お楽しみ広場事業

目的
及び
概要

誰もが気軽に立ち寄れる商業施設の開放ス
ペースに出向き、子育て親子が楽しめるイベ
ントを行うことで、子育て情報を提供したり、
相談できる場所の周知を図り、子育て不安や
負担感の軽減を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容
商業施設など市民が集まりやすいところに出向き
子育て情報を発信。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.6
うち市負担分

(百万円)
0.0

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園事業課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 施設型及び地域型給付対象施設認定・給付事務事業

目的
及び
概要

　教育・保育の利用を希望する子どもの保護
者からの申請に基づき、教育・保育の必要性
（利用時間）を認定（認定証を交付）するととも
に、教育・保育の利用に必要な費用の給付
を行い、もって、「一人ひとりの子どもが健や
かに成長することができる社会の実現に寄与
する」ことを目的とする。

Ｈ
29
年
度

内
容

①保育の利用を希望する子どもの保護者に対し、
客観的基準に基づき、保育の必要性を認定し、認
定証を発行
②認定に基づき、教育・保育の利用に必要な費用
の給付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

5454.2
うち市負担分

(百万円)
2289.3

H33
年度

継続

取　組 2-1-3 幼児教育と保育の質と量の充実
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担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 公立幼稚園の認定こども園化事業

目的
及び
概要

　幼児期の学校教育・保育の総合的な提供と
保育所待機児童の解消を図るため、将来の
需給状況等も勘案し、認定こども園化を含め
て地域の実情に応じた公立幼稚園を運営し
ていく。

Ｈ
29
年
度

内
容
①茨木・福井・西・太田・水尾幼稚園を認定こども
園化

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

168.8
うち市負担分

(百万円)
75.0

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 地域型保育事業

目的
及び
概要

　地域における多様な保育ニーズにきめ細か
く対応できる、質の確保された保育を提供
し、子どもの成長を支援する。

Ｈ
29
年
度

内
容
①小規模保育事業の拡充（２ヶ所）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

-

H31
年度

-

H32
年度

-

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

48.0
うち市負担分

(百万円)
5.4

H33
年度

-

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 特別保育拡充事業

目的
及び
概要

　保護者の就労形態の多様化に伴い、多様
な保育ニーズへの対応が求められていること
から、子どもが急に病気になった時や、休日
に仕事等で保育が困難となった場合にも保
育所等に預けることができる環境を整える事
で、子ども・子育て支援を総合的に推進す
る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①病児保育
②休日保育

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

32.7
うち市負担分

(百万円)
21.2

H33
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園事業課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 幼稚園等一時預かり（預かり保育）事業

目的
及び
概要

　公立幼稚園で一時預かり（預かり保育）を実
施することにより、保護者のニーズに対応し
た支援を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①認定こども園化する園では、拡充モデル事業を
本格実施。認定こども園化しない幼稚園について
は、現在と同様に実施。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

76.3
うち市負担分

(百万円)
76.3

H33
年度

継続
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29

30

31

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 公立保育所の機能と役割充実事業

目的
及び
概要

　公立保育所の機能と役割を拡充し、地域の
子育て支援の拠点として整備を行い、支援・
相談事業を行う。

[関連取組2-2-02子育て支援の輪づくり]

Ｈ
29
年
度

内
容

①公立保育所の機能と役割の拡充を検討
②在宅支援事業の実施
③地域型保育事業との連携支援
④利用者支援事業の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.2
うち市負担分

(百万円)
1.2

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 保育所・幼稚園職員等の研修事業

目的
及び
概要

　障害児保育や人権保育に関する研修や学
習会において、最近の知識や情報を得て、
職員のスキルアップに資する。

Ｈ
29
年
度

内
容
①障害児保育、幼児教育等、職員のスキルアップ
に資する研修を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.2
うち市負担分

(百万円)
1.2

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 私立保育所等の建設補助

目的
及び
概要

　老朽化している私立保育所について、定員
増を見込める建替えに対して補助を行い、待
機児童の解消を含めた保育環境の向上を図
る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①私立保育所等の建替、増築に係る整備費の補
助（2か所）
②認定こども園の新設に係る整備費の補助

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ハード

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

431.6
うち市負担分

(百万円)
55.9

H33
年度

継続

H30
年度

縮小

H31
年度

縮小

事業名 茨木市立保育所民営化事業

目的
及び
概要

　効率的・効果的な保育所運営を実現するた
め、私立保育園の柔軟性や即応性に着目
し、地域で求められる保育ニーズに柔軟に対
応することを目的として、市立保育所の民営
化を推進する。
（平成26年４月下穂積・鮎川保育所、平成27
年４月道祖本・中津保育所、平成28年４月玉
島保育所）

Ｈ
29
年
度

内
容

①三者協議会の開催（下穂積・鮎川・道祖本・中
津・玉島）
②民営化事業評価の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

完了

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

縮小
事業費
(百万円)

0.7
うち市負担分

(百万円)
0.7

H33
年度

-
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34

35

H30
年度

完了

H31
年度

-

事業名 幼児教育・保育に係る利用者負担額見直し事務事業

目的
及び
概要

　新制度の特定教育・保育施設等の利用者
負担については、法律上、世帯の所得の状
況、その他の事情を勘案して、政令で定める
額を限度とし、市町村が定めることとされてお
り、従前の保育所等利用者負担額の考え方
等を踏まえ、国の示す基準の75%と定めた
が、保育の質の向上に伴う公定価格の充実
が図られ、財政負担への影響も見込まれるこ
とから、利用と負担のバランスの検証するとと
もに適正化について検討する。

Ｈ
29
年
度

内
容

審議会を設置し、利用と負担の状況及び考え方に
ついて諮問し答申を受け、受益者負担の適正化に
ついて取りまとめる。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

-

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

0.5
うち市負担分

(百万円)
0.5

H33
年度

-

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 私立保育所運営補助金事務事業

目的
及び
概要

　「施設型給付」及び「地域型保育給付」の対
象施設・事業者に対し、市が補助金を交付
することにより、教育・保育の必要性の認定を
受けた児童の健全な育成を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①「施設型給付」及び「地域型保育給付」の対象
施設・事業者に対し、市が補助金を交付することに
より、教育・保育の必要性の認定を受けた児童の
健全な育成を図る。
②補助項目・補助内容の精査及び検討をする。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園事業課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1308.6
うち市負担分

(百万円)
1095.7

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 私立幼稚園等助成事業

目的
及び
概要

　幼児教育の振興の観点から、保護者の所
得状況に応じた保育料とすることで経済的負
担の軽減を図り、すべての子どもに等しく幼
児教育を提供できるようにする。

Ｈ
29
年
度

内
容
①私立幼稚園就園奨励費補助
②私立幼稚園在籍園児保護者補助

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園事業課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

397.3
うち市負担分

(百万円)
286.4

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 心理判定員配置事業

目的
及び
概要

　定期的に幼稚園・保育所・認定こども園や
小規模保育事業施設を巡回し、配慮を要す
る児童の行動観察や保護者・職員への面
談、指導助言を行うことで、すべての児童が
安心した生活を送れるようにする。

Ｈ
29
年
度

内
容

①幼稚園・保育所・認定こども園や地域型保育事
業施設への定期的な巡回
②保護者や職員への面談の実施や指導助言
③発達検査の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

22.3
うち市負担分

(百万円)
16.6

H33
年度

継続
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36

37 ◎

38

39

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 保育所・幼稚園営繕事業

目的
及び
概要

　公立保育所・公立幼稚園の施設改修や修
理、並びに入所・入園児童の保育事業の運
営を円滑に実施することを目的とする。

Ｈ
29
年
度

内
容

①公立保育所・幼稚園・認定こども園の維持補修
(17か所)
②公立保育所の施設改修設計
③公立保育所の施設改修

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ハード

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

101.2
うち市負担分

(百万円)
101.2

H33
年度

継続

H30
年度

完了

H31
年度

-

事業名 公立幼稚園の認定こども園化事業（ハード）

目的
及び
概要

　幼児期の学校教育・保育の総合的な提供と
保育所待機児童の解消を図るため、将来の
需給状況等も勘案し、認定こども園化を含め
て地域の実情に応じた公立幼稚園を運営し
ていく。

Ｈ
29
年
度

内
容
①保育室を給食室にするための改修工事実施（西
幼稚園）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

-

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ハード

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

48.9
うち市負担分

(百万円)
2.6

H33
年度

-

H30
年度

継続

H31
年度

-

事業名 小規模保育施設整備事業

目的
及び
概要

　待機児童解消のため、０歳から２歳までの
受入施設として公立の小規模保育施設を新
設する。

Ｈ
29
年
度

内
容
①小規模保育施設建設

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

-

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ハード

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

169.2
うち市負担分

(百万円)
92.5

H33
年度

-

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 一時預かり事業

目的
及び
概要

　私立保育所、小規模保育事業所、事業所
内保育事業所、私立認定こども園及び私立
幼稚園が実施する一時預かり事業に対し、
市が補助金を交付することにより、安心して
子育てができる環境を整備し、もって児童の
福祉の向上を図ることを目的とする。

Ｈ
29
年
度

内
容
　保育所等で一時預かりを実施することにより、保
護者のニーズに対応した支援を行う。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園事業課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

67.6
うち市負担分

(百万円)
22.5

H33
年度

継続
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40 ◎

41

42

３　過去の実施計画期間中で完了・廃止した事業（担当部課名は事業実施最終年度の名称）

E1

目的
及び
概要

本事業は、乳幼児を持つ保護者等が外出中におむつ替えや授乳で立ち寄ることができる施設を「赤ちゃんの駅」として
登録し、また、そのような設備を整える事業者等に備品購入費の一部を補助する事業である。しかしながら、市内の公の
施設や商業施設等において、授乳室やおむつ交換台等の設置が既に一定進められている現状から、費用対効果の少
ない事業であると判断し実施計画事業から廃止する。
　なお、今後は、保護者が授乳やおむつ交換等ができる施設・場所を必要な時に把握できるよう効果的な周知方法を
検討する。

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-1-2 子育て支援サービスの提供

事業名 赤ちゃんの駅事業（平成28年度で廃止）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 待機児童保育室設置・運営事業

目的
及び
概要

　待機児童の解消・保育の受け皿の確保を
図るため、待機児童保育室を設置・運営す
る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①旧西河原分署に待機児童保育室みらいを設置
し、1歳児と２歳児あわせて定員40人で受け入れ、
保育を行う。
②引き続き、待機児童保育室あゆみを運営してい
く。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

166.4
うち市負担分

(百万円)
146.0

H33
年度

継続

H30
年度

-

H31
年度

-

事業名 私立保育所等防音壁整備事業


目的
及び
概要

　私立保育所・認定こども園の防音対策を進
めるため、防音壁の整備費用を補助すること
で、近隣住民との良好な関係を築き、活発な
保育活動を実施できるようにする。

Ｈ
29
年
度

内
容
　私立保育所・認定こども園の防音対策を進める
ため、防音壁の整備にかかる費用を補助する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

-

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ハード

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

51.6
うち市負担分

(百万円)
17.2

H33
年度

-

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 【再掲】保幼小中連携事業

目的
及び
概要

各中学校ブロックで作成した「保幼小連携カ
リキュラム」に基づき、保幼小間の系統的な保
育・教育を進めるとともに、小・中学校教員の
異校種間交流による授業実践や児童会・生
徒会交流などにより、小１プロブレム・中１
ギャップの解消を図るなど、保幼小中間のス
ムーズな接続と系統的な指導を通じて、１５歳
時点で自らの進路を切り拓くことのできる力を
育成する。
【関連取組：2-3-1　「確かな学力」の充実】

Ｈ
29
年
度

内
容

①保幼小中連携教育推進会議と中学校ブロック連
携会議の開催
②中学校ブロック連携支援教員の配置

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

22.8
うち市負担分

(百万円)
22.8

H33
年度

-
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１　施策の概要

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2 ◎

3 ◎

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H30
年度

継続

事業費
(百万円)

0.3
うち市負担分

(百万円)
0.3

H32
年度

継続

継続
H31
年度

H33
年度

継続

事業名 市立幼稚園子育て支援事業

目的
及び
概要

　園舎・園庭を開放し、在園児や職員及び未
就園児親子同士の活動を通して保護者同士
の交流を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①園舎・園庭を開放し未就園児の遊びを通して交
流の場とする
②幼稚園は、月２回、子育て相談室を開設し、保
護者が抱える子育ての悩み等に適切に対応する
③認定こども園では、子育て相談を基本とした子
育て支援を毎週実施し、保護者が抱える子育ての
悩みへの対応と同時に、未就園児が安心して遊べ
る場の提供を行う。 H32

年度
継続

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.2
うち市負担分

(百万円)
0.2

目的
及び
概要

　保育所を開放し、在宅の親子と保育所の子
どもたちや地域の人々との交流を促進し、在
宅の親子を支援する。

Ｈ
29
年
度

事業名

一般 事業区分担当課 部名

方向性
（対前年度比）

継続

こども育成部 課名 保育幼稚園総務課 会計区分

内
容

①地域開放（ともだち広場）の実施
②保育所入所児との交流や行事への参加、保育
士・看護師等による育児の不安や悩みの相談によ
り在宅の親子など利用者支援を実施

市立保育所子育て支援事業

ソフト

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H33
年度

継続

H31
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

事業区分 ソフト

H30
年度

継続

H33
年度

継続
うち市負担分

(百万円)
65.3

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

一般

168.2

H30
年度

拡充

H31
年度

継続

取　組 2-2-1 交流の場の充実

事業名 地域子育て支援拠点事業

目的
及び
概要

就学前児童とその保護者が気軽に集える場
を設置し、地域の中で安心して子育て・子育
ちができる環境を整備するとともに、私立保
育園に地域子育て支援センターを設置し、
子育て世帯に対して専門的な支援を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①つどいの広場事業を実施する既存団体に補助
②地域子育て支援センター事業を子育てすこやか
センターにて実施するとともに、私立保育園等4団
体に委託
③つどいの広場を新規に２ヶ所開設。
④公立の地域子育て支援センターを再編し、公立
保育所に機能を移す。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

施　策 2-2 地域ぐるみの子育てを推進する

施策の
方向性

地域のさまざまな人材が連携・協力し、子育てを支援することで、親子ばかりではなく世代を超えた人たちの交流の
場が充実するなど、「子育てでつながる地域社会」の実現をめざします。

取　組

★：重点プラン
該当取組

1 交流の場の充実

2 子育て支援の輪づくり

3 地域の人材を活用した子育て支援

4

5

6

7

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

5 ◎

取　組 2-2-2 子育て支援の輪づくり

取　組 2-2-3 地域の人材を活用した子育て支援

2.7

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 ファミリー・サポート・センター事業

目的
及び
概要

地域において育児の援助を行いたい者と育
児の援助を受けたい者が会員として登録し、
相互扶助の精神に基づき行う援助活動を支
援することで、仕事と育児の両立を図るととも
に、地域で安心して子育てができる環境を整
備する。

Ｈ
29
年
度

内
容
①ファミリーサポートセンター事業の実施

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

8.3
うち市負担分

(百万円)

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 子育て支援ネットワーク事業

目的
及び
概要

子育てに関わる機関・団体・民生委員・児童
委員等の支援者と、子育て中の保護者団体
等の当事者が構成する連絡会を開催し、子
育てに係る情報交換や交流を行い、各団体
等の特色をお互いに認め合いながら、連携し
て子育て支援を行うとともに、地域での子育
て力の向上を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容
①公立保育所を中心に、市内を５ブロックに分け
て、子育て支援団体連絡会を引き続き開催する。

H30
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.1
うち市負担分

(百万円)
0.1

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H33
年度

-

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H33
年度

継続

H31
年度

継続

46
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2 ◎

3 ◎

H32
年度

継続

継続
H31
年度

H33
年度

継続

学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

内
容

①保幼小中連携教育推進会議と中学校ブロック連
携会議の開催
②中学校ブロック連携支援教員の配置

保幼小中連携事業

ソフト

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

目的
及び
概要

各中学校ブロックで作成した「保幼小連携カ
リキュラム」に基づき、保幼小間の系統的な保
育・教育を進めるとともに、小・中学校教員の
異校種間交流による授業実践や児童会・生
徒会交流などにより、小１プロブレム・中１
ギャップの解消を図るなど、保幼小中間のス
ムーズな接続と系統的な指導を通じて、１５歳
時点で自らの進路を切り拓くことのできる力を
育成する。
【関連取組：2-1-3　幼児教育と保育の質と量
の充実】

Ｈ
29
年
度

事業名

一般 事業区分

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H30
年度

継続

事業費
(百万円)

22.8
うち市負担分

(百万円)
22.8

事業名 授業力向上事業

目的
及び
概要

小・中学校の授業研究会を活性化するととも
に授業づくりに関する研修を行うことで、教員
の授業実践力の向上を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①学びのシンポジウム分科会として中学校ブロック
合同授業研究会の公開
②学びのシンポジウム全体会として講演会を開催
③指導主事が各校の授業研究会を支援する校内
研支援事業の実施

H32
年度

継続

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分

(百万円)
0.0

担当課 部名

方向性
（対前年度比）

継続

事業区分 ソフト

H30
年度

継続

H33
年度

継続
うち市負担分

(百万円)
140.5

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H31
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

2 「豊かな心」の醸成

3 「健やかな体」の育成

4 学校支援体制の充実

5

6

7

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

一般

146.1

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

取　組 2-3-1 「確かな学力」の充実

事業名 学力向上事業

目的
及び
概要

第４次3か年計画茨木っ子グローイングアップ
プランに基づき、実践的教育活動の活性化
を図り、本市の教育振興を図る。
学力向上の取組みを持続可能なものとする
ため、これまでの人的配置を見直し、より機
能的な活用ができるよう、学習サポーター、
業務サポーターを新たに配置する。

Ｈ
29
年
度

内
容

①学習サポーターの配置(専門支援員と支援教育
サポーターを廃止し、学習サポーターに統合する）
②業務サポーターの配置

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

施　策 2-3 「生きる力」を育む教育を推進する

施策の
方向性

すべての児童・生徒の「生きる力」、すなわち「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を育成し、個人の可能性を最
大限引き出すため、学校園をはじめ保育所、関係諸団体が連携して就学前から中学校卒業まで一貫した「きめ細
やかで質の高い教育」を保障し、「学びを通した信頼される学校づくり」を進めます。

取　組

★：重点プラン
該当取組

1 「確かな学力」の充実

47
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



4

5

6

7

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 相馬芳枝科学賞実施事業

目的
及び
概要

本市の科学教育振興のため、市内小中学生
の自然科学・情報技術に関する自由研究を
募集し、優れた作品の展示・表彰を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①　優れた自由研究を展示する。
②　優秀作品を表彰し、最優秀作品には相馬芳枝
科学賞を授与する。
③　展示の際に実験ブースを設け、小・中学生や
市民が科学に親しむ機会を設ける。

H32
年度

継続

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.3
うち市負担分

(百万円)
0.3

H33
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 学校図書館教育事業

目的
及び
概要

各小･中学校の読書センター・学習情報セン
ター機能を充実し図書館教育を推進するとと
もに、市立図書館との連携の充実を図ること
で、児童･生徒の読書活動の推進を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①市内全小中学校に開館業務、授業支援等を行
う学校図書館支援員を配置し、司書教諭・学校図
書館ボランティアと連携して学校図書館機能を充
実
②図書管理ソフト「りいぶる」や物流システムの活
用促進

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

32.8
うち市負担分

(百万円)
32.8

H31
年度

継続

78.5

H33
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 外国人英語指導助手による外国語活動(小学校)/外国語教育(中学校)

目的
及び
概要

小学校外国語活動と中学校英語科の連携し
た取組を通じて、本市児童・生徒に国際社会
において通用するコミュニケーション能力を
養う。
市が業者と英語指導助手の派遣契約を結
び、中学校ブロックの小中学校に同じNETを
配置することで、小学校の外国語活動と中学
校の英語教育の充実を図るとともに、外国語
活動の小学校から中学校へのスムーズな接
続を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①就学前～小学校～中学校の系統的な英語教育
を進める
　　（保育所・幼稚園)英語で遊ぼうディ
　　（小学１～２年生）英語でシャワーディ
　　（小学３～６年生）ＮET配置の拡充・英語シャ
ワーディ
　　（中学１～３年生）ＮET配置の拡充・英語シャ
ワーディ
　　小中学校の教員合同の推進担当者会を実施

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

78.5
うち市負担分

(百万円)
H33
年度

事業名 支援教育事業

目的
及び
概要

障害のある児童・生徒一人ひとりが、地域の
学校で共に学ぶことを通して、その持てる力
を高め、生活や学習できるよう、必要な支援
や介助を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①小中学校支援学級に介助員を配置
②医療的ケア体制を整備する事業
③合理的配慮指導員の派遣
（支援教育サポーターの廃止）

H30
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

縮小
事業費
(百万円)

181.7
うち市負担分

(百万円)
151.5

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H31
年度

継続

継続

H30
年度

継続

継続
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8 ◎

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

9 ◎

10 ◎

11

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分

(百万円)
0.0

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 虐待事象に係る関係機関との調整

目的
及び
概要

小・中学校の児童・生徒を虐待から守るた
め、関係機関と連携し、ネットワークづくりを推
進する。
虐待の通告があった場合、学校や関係機関
と連携を図り、安全確保および見守りを行う。
また、日頃から関係機関と情報を共有し、虐
待の早期発見に努める。

Ｈ
29
年
度

内
容

①子育て支援センターとのケース会議の実施
②子ども家庭センターとの学校訪問
③要保護児童・生徒の定期的な情報収集・交流

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

47.1
うち市負担分

(百万円)
47.1

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 生徒指導事業（いじめ・不登校問題行動等）

目的
及び
概要

いじめ防止基本方針に基づき、いじめの防
止、早期発見・解決を図る。いじめ・不登校や
暴力行為等の問題行動に対して、スクールカ
ウンセラー（SC）・スクールソーシャルワー
カー（SSW）・生徒サポーターの活用により、
迅速かつきめ細やかに対応できるよう学校体
制を支援する。

Ｈ
29
年
度

内
容

①SCの拡充
②ＳＳＷの全中学校区配置とアドバイザーの配置
③生徒サポーターの配置
④生徒指導支援教員の配置
⑤いじめ不登校シンポジウム開催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

1.0
うち市負担分

(百万円)
1.0

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 道徳教育・人権教育推進事業

目的
及び
概要

特別の教科道徳の実施に向けて、児童・生
徒の道徳的な心情や判断力、実践意欲と態
度などを育成する道徳教育の充実する。ま
た、児童生徒や地域の実態に応じた人権教
育を推進するとともに、教職員対象の人権研
修を充実し、教職員の人権意識の向上を図
る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①道徳教育研修の実施
②教職員人権研修会の実施
③管理職人権研修会の実施
④いのちの教育の推進

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-3-2 「豊かな心」の醸成

事業名 特色ある学校づくり推進事業

目的
及び
概要

「特色ある学校づくり推進交付金」を交付する
ことにより、小・中学校長が自らのリーダー
シップとマネジメントに基づいた特色ある学校
づくりを推進できるよう支援し、本市学校教育
の振興を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①学校規模に応じた交付金を交付
（15学級未満の学校に40万円、15以上20学級未
満の学校に50万円、20学級以上の学校に60万円
を交付）

担当課

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

22.0
うち市負担分

(百万円)
22.0

H33
年度

継続

H32
年度

継続

H30
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）
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事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



12

13

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

14 ◎

15 ◎

担当課 部名 教育総務部 課名 学務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

372.2
うち市負担分

(百万円)
372.2

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 学校給食事業（ソフト）

目的
及び
概要

学校給食は児童・生徒の心身の健全な発達
に資するものであり、生きた教材として自分の
健康を考え、よい食習慣を身に付け、食に関
する正しい理解と適正な判断力を養う上で重
要な役割を果たすものであることから、安全
で安心な学校給食の充実や学校における食
育の推進を図るため、各種学校給食事業を
推進するとともに、アレルギー対応マニュアル
に沿った対応や、地元食材の使用を含めた
給食内容の向上・充実に関する調査研究、
調理員研修等を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①15校で調理業務の民間委託
②献立作成委員会、物資選定委員会の開催
③食品衛生管理等の研修会開催
④選択制の中学校給食実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

3.4
うち市負担分

(百万円)
3.4

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 体力向上事業

目的
及び
概要

児童・生徒に生涯にわたって運動に親しむ
資質や能力の基礎を育てるとともに、健康の
保持増進と体力の向上を図る。スポーツテス
トの個人データの蓄積・比較により、児童・生
徒が自らの体力の状況を把握・分析するとと
もに、体育指導に有効に活用する。

Ｈ
29
年
度

内
容

①立命館大学と連携した小学校の体力向上プログ
ラム
②小中６年間スポーツテスト
③茨木っ子運動の活用
④体育の公開授業研究

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-3-3 「健やかな体」の育成

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

3.2
うち市負担分

(百万円)
2.1

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 ゆめ実現支援（奨学金活用）事業

目的
及び
概要

市内の子どもたちが家庭事情や経済的理由
により進学をあきらめることのないよう、各種
奨学金について広く紹介し、子どもたちの夢
や希望を実現できるよう支援する。

Ｈ
29
年
度

内
容

①奨学金の冊子の作成
②奨学金通信の発行
③説明会の実施による奨学金制度の周知・個別相
談の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

7.0
うち市負担分

(百万円)
6.0

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 学校応援サポート事業

目的
及び
概要

小・中学校における教育活動上の諸課題や
保護者・地域住民等からの様々な要望のう
ち、学校だけでは対応が難しいものについ
て、専門家や指導員による支援を行い、解決
を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①いじめ対策指導員の派遣。
②弁護士への相談
③SSW・SCのスーパーバイザー（SV）の派遣・ケー
ス会議の開催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続
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17

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

18

19

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

2.9
うち市負担分

(百万円)
2.9

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 教育相談指導事業

目的
及び
概要

教育に関する不安や悩みを抱えた幼児・児
童・生徒、保護者や教員に対して、医師等の
専門家や相談員による適切な指導・助言など
の支援を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①幼児・児童・生徒・保護者に対して面接相談・発
達相談・電話教育相談・『いじめ』電話相談・言語
教育相談の実施
②小・中学校に対して巡回相談の実施
③専門医等による特別教育相談の実施
④教職員の相談窓口の設置

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.5
うち市負担分

(百万円)
0.5

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 不登校児童・生徒支援事業

目的
及び
概要

学校復帰を目指し、不登校児童・生徒の不
安解消のための相談や学校生活に必要なス
キルの習得などの支援を学校や関係機関と
連携して行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①ふれあいルームの開設
②不登校相談の実施
③不登校支援員の派遣

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-3-4 学校支援体制の充実

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

15.1
うち市負担分

(百万円)
15.1

H33
年度

-

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 中学校部活動指導事業

目的
及び
概要

部活動において専門的な技術指導力を備え
た適切な外部指導者を派遣することにより、
部活動の維持と活性化を促すとともに、生徒
がもつ個性・能力・体力のさらなる伸長を図
る。

Ｈ
29
年
度

内
容
①外部指導者の派遣

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 学務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分

(百万円)
0.0

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 学校保健事業

目的
及び
概要

学校において、児童生徒等の健康の保持増
進を図ること、学校教育活動に必要な健康や
安全への配慮を行うことなど学校保健の推進
を充実するために様々な施策を行なう。

Ｈ
29
年
度

内
容

①感染症、アレルギー等各種研修会の実施
②学校管理下における災害発生時の給付金を支
給
③市が賠償責任を負う災害に対し、賠償補償保険
金を支給
④負傷児童等搬送事業
⑤各学校で各種検診等を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続
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20

21

22

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 一般 事業区分 ハード

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

43.2
うち市負担分

(百万円)
43.2

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 校務用・管理職用端末等更新事業

目的
及び
概要

前回の更新から７年が経過した校務用端末
を更新し、校務の情報化・効率化及びセキュ
リティの向上を図る。現在更新時期が異な
る、管理職用・事務職用端末及び校務用
サーバも併せて更新し、設置経費の抑制を
図る。

Ｈ
29
年
度

内
容
①校務端末等の更新（端末の使用料）
②校務用サーバーの更新（サーバー使用料）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 教職員課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

21.5
うち市負担分

(百万円)
21.5

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 教職員健康管理事業

目的
及び
概要

教育活動の円滑な実践、充実を目指すた
め、学校保健安全法に基づき、学校の設置
者として教職員の健康診断（視力・聴力、尿、
血液、心電図、結核等）を実施するほか、労
働安全衛生法に基づき健康管理を行う。更
に、近年、心の病にかかる教職員が増加する
傾向にあることから、発症を未然に防止する
ためのメンタルケア対策を講じる。また、被服
貸与規則に基づき、被服貸与を行う。

Ｈ
29
年
度

内
容

①教職員の健康診断
②勤務時間の適正な把握として、ＩＣカードの導入
を行う。（1,011万円）
③被服貸与

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

2.3
うち市負担分

(百万円)
2.3

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 教職員研修事業

目的
及び
概要

国・府の動向や学校園のニーズを踏まえて研
修を企画し、教職員の資質向上を図る。
初任者や経験者を対象とした法定研修を実
施し、経験の少ない教職員やミドルリーダー
を育成する。

Ｈ
29
年
度

内
容

①初任者研修、10年経験者研修の実施
②すべての教職員を対象にさまざまな教育課題を
テーマとした研修の実施
③経験の少ない教職員に対する指導、支援のた
めに授業力向上指導員を派遣

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続
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１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

取　組 2-4-1 学校施設の計画的な整備・充実

事業名 小学校営繕事業

目的
及び
概要

小学校施設の整備により、安全で快適に学
べる教育環境の向上を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①大規模改造事業
②特別教室エアコン設置事業
③エレベーター設置事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

施　策 2-4 魅力ある教育環境づくりを推進する

施策の
方向性

それぞれの学校において、子どもたちが良好で快適な環境のもとで教育を受けることができる環境を整備します。
また、地域における教育コミュニティづくりが進むとともに、子どもたちが安全に安心して過ごすことができる環境を
整えます。

取　組

★：重点プラン
該当取組

1 学校施設の計画的な整備・充実

2 学校・家庭・地域の連携の推進

3

4

5

6

7

担当課 部名 教育総務部 課名 施設課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

一般

423.5

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H31
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

事業区分 ハード

H30
年度

継続

H33
年度

継続
うち市負担分

(百万円)
355.0

H33
年度

継続

事業名 中学校営繕事業

目的
及び
概要

中学校施設の整備により、安全で快適に学
べる教育環境の向上を図る

Ｈ
29
年
度

内
容

①エレベ－タ－設置事業
②大規模改造事業

H32
年度

継続

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

79.8
うち市負担分

(百万円)
73.0

担当課 部名

方向性
（対前年度比）

継続

教育総務部 課名 施設課 会計区分

内
容
①プ－ル改修事業
②屋内運動場屋根改修事業

小学校維持補修事業

目的
及び
概要

小学校施設の維持管理により、安全で快適
に学べる教育環境の向上を図る。

Ｈ
29
年
度

事業名

一般 事業区分

担当課 部名 教育総務部 課名 施設課 会計区分 一般 事業区分 ハード

H30
年度

継続

事業費
(百万円)

83.0
うち市負担分

(百万円)
83.0

H32
年度

継続

継続
H31
年度

H33
年度

継続

ハード

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）
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4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

5 ◎

6 ◎

7 ◎

継続

H33
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 中学校維持補修事業

目的
及び
概要

中学校施設の維持管理により、安全で快適
に学べる教育環境の向上を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容
①屋内運動場屋根改修事業

H30
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

14.0
うち市負担分

(百万円)
14.0

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

234.9
うち市負担分

(百万円)

担当課 部名 教育総務部 課名 施設課 会計区分 一般 事業区分 ハード

取　組 2-4-2 学校・家庭・地域の連携の推進

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

担当課 部名 こども育成部 課名 学童保育課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 学童保育運営事業

目的
及び
概要

保護者が子育てと就労を両立できるよう、小
学校に通う児童に安心して利用できる放課
後等の居場所を提供する。また、放課後子ど
も教室と連携することにより、児童が多様な体
験・活動を行うことができ、地域社会全体で
児童の健全育成を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①開室時間延長実施
②分割運営実施(23保育室)
③利用料に関する審議会の設置、諮問
④高学年の放課後の居場所等について他課と検
討

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

50.2
うち市負担分

(百万円)
46.6

H31
年度

継続

71.3

H33
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

臨時
拡充

担当課 部名 教育総務部 課名 青少年課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 放課後子ども教室推進事業

目的
及び
概要

放課後等に子どもたちの安全で健やかな居
場所を確保するため、地域住民の参画を得
て、子どもたちと諸活動に取組み、地域社会
全体で地域の子どもたちを見守り育むことが
できるよう、啓発と活動の充実を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①各校区放課後子ども教室実行委員会への事業
委託
②年度当初の事務担当者説明会、年２回の各ブ
ロック代表者による研究会、各校区代表者連絡
会、スタッフ研修会の開催
③ホームページでの啓発
④市内にある各大学と連携を図り、学生ボランティ
アを募集
⑤市内企業による、小学生向けプログラムの提供 H32

年度
継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 児童・生徒の安全対策事業

目的
及び
概要

市内小・中学校の児童・生徒が安全に通学
できるよう、ボランティア巡視員による見守り
活動や、通学路の安全点検等、子どもを見
守るネットワークづくりを推進する。

Ｈ
29
年
度

内
容

①子ども安全見守り隊交付金の交付
②子どもが暴力から身を守るワークを全小学校で
実施
③防犯ブザーの配付

H32
年度

継続

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

5.1
うち市負担分

(百万円)
5.1

H33
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続
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8

9 ◎

10

事業名 家庭教育支援事業

目的
及び
概要

家庭教育を支援するために学校と連携しな
がら、保護者同士が交流し学びあう家庭教育
学級の開設や、家庭教育セミナー等学習機
会の提供等を行う。

【関連取組：3-1-3　成人教育の推進】

Ｈ
29
年
度

内
容

①家庭教育セミナーの開催
②保護者のための講座の開催
③親学習支援者フォローアップ研修の開催
④親まなびおでかけ講座の開催
⑤家庭教育学級の委託開設
⑥家庭教育学級指導者研修会の開催
⑦親学習支援者養成講座の開催

担当課

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

2.8
うち市負担分

(百万円)
2.2

H33
年度

継続

H32
年度

継続

H30
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

事業名 放課後児童健全育成費補助事業

目的
及び
概要

学童保育事業を行う民間事業者に対し、運
営費の一部を補助することにより、待機児童
の解消を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容
①学童保育事業を行う民間事業者に対し、運営費
の一部を補助（対象５団体）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

17.8
うち市負担分

(百万円)
5.9

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業名 学童保育室整備事業

目的
及び
概要

入室する児童数が増加し、現状の設備では
受け入れすることができない学童保育室にお
いて、プレハブの新築、増築等を実施するこ
とにより、待機児童の解消を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容
①春日学童保育室及び福井学童保育室の建築

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 学童保育課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

277.5
うち市負担分

(百万円)
127.5

H33
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 学童保育課 会計区分 一般 事業区分 ハード
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１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

2

3

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

施　策 2-5 青少年が心豊かにたくましく成長できるよう取組を推進する

施策の
方向性

全ての青少年がさまざまな地域活動や体験活動に参加するとともに、適切な支援を受けることにより、心豊かにたく
ましく成長することができるよう取組を進めます。

取　組

★：重点プラン
該当取組

1 青少年健全育成の推進

2 青少年の体験活動の充実

3 若者の自立支援

4

5

6

7

取　組 2-5-1 青少年健全育成の推進

事業名 青少年健全育成事業

目的
及び
概要

青少年健全育成運動を推進し、より一層の青
少年育成を図るために青少年問題協議会が
青少年育成の方針を樹立し、関係機関・団
体と有機的に連携をとりながら、青少年育成
のための諸事業の実施及び問題行動の防止
等に努める。

Ｈ
29
年
度

内
容

①青少年健全育成事業補助等による団体の活動
支援
②青少年問題協議会の開催
③健全育成啓発のための講演及び演奏会の実施
④中学生の主張事業の実施
⑤青少年健全育成運動重点目標等の啓発

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H32
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 青少年課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

一般

10.6

事業区分 ソフト

H30
年度

継続

H33
年度

継続
うち市負担分

(百万円)
10.6

H33
年度

継続

H31
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

目的
及び
概要

青少年及び青少年団体の健全な育成を図る
ため、体験活動や文化的交流事業を実施す
るとともに、自主的・組織的な青少年活動を
支援する。

Ｈ
29
年
度

事業名

一般 事業区分担当課 部名

方向性
（対前年度比）

継続

こども育成部 課名 こども政策課 会計区分

内
容

①子どもセミナー等体験活動の機会の提供
②ふれあいコンサート・観劇会等交流事業の実施
③ミキシング講習会等実技講習会の実施
④学習室・貸館業務の実施

上中条青少年センター運営事業

ソフト

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

事業名 子ども・若者居場所・体験事業

目的
及び
概要

子ども・若者の安全・安心な居場所の開設
と、多様な体験活動や交流の場等を提供す
る。また、本人や保護者の相談窓口を開設す
るとともに、子ども・若者とその保護者の問題
の早期発見・解決につなげるため、地域にお
ける関係機関とのネットワークの構築を図る。

【関連取組：2-5-3　若者の自立支援】

Ｈ
29
年
度

内
容

①多世代交流センターの施設に小学生の居場所
(こどもフリールーム)と中高生の学習室を設置
②平成29年10月から市内5か所にユースプラザを
開設

H32
年度

継続

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

23.8
うち市負担分

(百万円)
16.8

H30
年度

継続

事業費
(百万円)

28.8
うち市負担分

(百万円)
25.3

H32
年度

継続

継続
H31
年度

H33
年度

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 青少年課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-5-2 青少年の体験活動の充実

56
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



4

5

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

6

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H33
年度

継続

H31
年度

継続

H33
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H33
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 青少年野外活動センター運営事業

目的
及び
概要

青少年の健全育成のために、自然体験や集
団生活の機会を提供するとともに、開設40周
年（平成27年度)を期に、施設の周知や主催
事業の充実を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①利用者の受入
②主催事業の実施
③キャンプカウンセラーの育成
④施設の管理及び維持補修

H30
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

52.1
うち市負担分

(百万円)
50.0

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

担当課 部名 教育総務部 課名 青少年課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 青少年活動・育成事業

目的
及び
概要

こども会をはじめとした青少年団体等や、こ
れらの青少年を育成する組織が活発な活動
を展開するための情報や活動機会の提供に
努め、青少年教育活動の推進を図る。

Ｈ
29
年
度

内
容

①キックベースボール講習会の実施
②百人一首カルタ研修会の実施
③こども会親善スポーツ中央大会の実施
④こども会親善百人一首カルタ競技大会の実施
⑤こども会活動支援者の募集
⑥大阪府こども会安全共済会加入補助

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.9
うち市負担分

(百万円)
1.9

担当課 部名 教育総務部 課名 青少年課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 【再掲】子ども・若者居場所・体験事業

目的
及び
概要

子ども・若者の安全・安心な居場所の開設
と、多様な体験活動や交流の場等を提供す
る。また、本人や保護者の相談窓口を開設す
るとともに、子ども・若者とその保護者の問題
の早期発見・解決につなげるため、地域にお
ける関係機関とのネットワークの構築を図る。

【関連取組：2-5-2　青少年の体験活動の充
実】

Ｈ
29
年
度

内
容

①多世代交流センターの施設に小学生の居場所
(こどもフリールーム)と中高生の学習室を設置
②平成29年10月から市内5か所にユースプラザを
開設

H32
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

（23.8）
うち市負担分

(百万円)
（16.8)

H31
年度

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-5-3 若者の自立支援

57
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。


